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①電話相談

情報センター

②緊急対応時の重症度
に応じた振り分け

医師PSW

都道府県

・患者本人
・家族

・医療機関
・警察
・消防 等

一般用 関係者用

③空床確保
（Dr、Ns確保）

Ａ圏域 Ｂ圏域

Ｃ圏域

体制のイメージ
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精神障害者保健福祉手帳制度

一定の精神障害の状態にあることを認定して精神障害者保健福祉手帳を交付することにより、各種の支援策を講じやすくし、精神障
害者の社会復帰、自立及び社会参加の促進を図ることを目的としている。

概 要

８２，９７１人２４８，１０２人７３，８１０人４０４，８８３人

３ 級２ 級１ 級総 数

交付者数 （平成１８年度末現在）

手帳に基づく主な支援策

① 税制の優遇措置
② 生活保護の障害者加算
③ 生活福祉資金の貸付
④ NTTの電話番号無料案内

⑤ 携帯電話の使用料割引
⑥ 公共交通機関の運賃割引や公共施設の利用料割引等

交付対象者

次の精神障害の状態にあると認められた者に交付する。
精神疾患の状態と能力障害の状態の両面から総合的に判断し、次の３等級とする。

１級 ： 精神障害であって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの
２級 ： 精神障害であって、日常生活が著しく制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの
３級 ： 精神障害であって、日常生活若しくは社会生活が制限を受けるか、又は日常生活若しくは社会生活に制限を加えることを必

要とする程度のもの
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「活動」について
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地域生活支援事業

地域の実情に応じて、柔軟に実施されることが好ましい各般の事業について、
地域生活支援事業として法定化

（市町村の地域生活支援事業）

• 市町村が取り組むべき事業として以下の事業を法定化

・相談支援、コミュニケーション支援（手話通訳等）、日常生活用具の給付等、
移動支援、地域活動支援

• 都道府県は、地域の実情を勘案して、市町村に代わって上記の地域生活支
援事業を行うことができる。

（都道府県の地域生活支援事業）

• 都道府県は、特に専門性の高い相談支援事業等の広域的な事業を行うほか、
サービスの質の向上のための養成研修等を行うことができる。

○ 市町村及び都道府県は、障害福祉計画において、地域生活支援事業の提
供体制の確保に関し必要な事項を定める。

○ 国は、予算の範囲内において、市町村及び都道府県の実施する地域生活
支援事業の実施に要する必要の２分の１以内を補助する。（都道府県は市町
村に４分の１以内を補助する。）
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小規模作業所の移行イメージ ～多様な選択～

・複数の障害種別を受け止めているケー
ス
・重度障害者の地域生活を支えている
ケース
・就労支援を本格的にしているケース
・利用者数・設備・法人格の有無は様々

介護給付・訓練等給付事業

生活介護事業・自立訓練事業・
就労移行支援事業・就労継続支援事業等

利用定員20人以上※
※ 平成20年度までに最低定員を満たすことが
可能な場合は、利用予定者数が16人以上で可。

地域活動支援センター
（地域生活支援事業）

実利用人員おおむね10人以上

障害福祉計画に基づき
計画的に移行

☆ 三障害共通の事業
も可能

☆ 社会福祉法人でな
くＮＰＯ法人等でも
可能

☆ 一定の設備・人員
の基準を満たすこと
が必要

☆ 空き教室・空き店
舗の利用も可能なよ
うに規制緩和

新事業体系の
ポイント

小規模作業所
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法定外の無認可施設

地域活動支援センターの位置づけと財源

現 状

第二種社会福祉事業

（NPO法人等の何らかの法人
格が必要）

・ 国庫補助（団体を通じて配分）
110万円／か所

2,255か所
（総額約25億円）

・ 地方交付税（都道府県、市町村）
平成17年度1か所あたり

平均600万円

・ 国庫補助（市町村を通じて配分）
600万円～150万円／か所

（事業費ベース）
4,200か所

（地域生活支援事業で対応）

・ 地方交付税（市町村）
（前年同額を確保）

新 制 度

【
財

源

】

【小規模作業所】 【地域活動支援センター】



64

Ⅱ型（国庫補助加算標準額300万円）

Ⅰ型（国庫補助加算標準額600万円）

○実利用人員概ね20人以上

○職員3名（うち1名非常勤可）
※ 交付税による自治体補助事

業と一体的に運営

地方交付税による自治体補助事業（基礎的事業分）
○ 補助額 600万円

（平成17年4月障害福祉課調査による自治体補助の実績平均額）

○ 利用定員等の規定無し
○ 職員2人以上（非常勤可）

○実利用人員概ね15人以上

○職員3名（うち2名非常勤可）

※ 交付税による自治体補助事
業と一体的に運営

Ⅲ型（国庫補助加算標準額150万円）

○実利用人員概ね10人以上（※）

○小規模作業所としての運営実績
概ね5年以上

○職員2名（うち1名非常勤可）

※ 交付税による自治体補助事
業と一体的に運営

※18年度に限り、経過措置として
5人以上も可

国庫補助のない
小規模作業所に
対する自治体
補助事業

地域活動支援センターの要件について（例）

地域活動支援センターは、地域生活支援事業として位置づけられたものであり、実際の委
託や助成の内容については、市町村が地域の実情に応じて設定。
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精神障害者社会適応訓練事業

概 要

精神障害者を一定期間事業所に通わせ、集中力、対人能力、仕事に対する持久力、環境適応能力等の涵
養を図るための社会適応訓練を行い再発防止と社会的自立を促進し、もって精神障害者の社会復帰を図る
ことを目的として、受託した事業者に対し、協力奨励金を支給するものである。

対 象 者 都道府県知事

申 請

通 知

※ 平成１５年度から一般財源化

申 請

事業概念図

通 知

事業創設年度

昭和５７年度

実施主体

都道府県・指定都市

協力事業者

リハビリテーション
（原則６ヶ月、３年を限度として更新可）

委託契約
協力奨励金
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就労移行支援事業と労働施策の連携就労移行支援事業と労働施策の連携

【障害者就業・生活支援センター等】

養護学校
卒業生

離職者

在宅者

○基礎体力向上

○集中力、持続
力等の習得

○適性や課題の
把握

等

○職業習慣の確立

○マナー、挨拶、身なり等の習得
等

○施設外授産

○職場見学・
実習

○求職活動

○職場開拓

○トライアル雇用 等

再チャレンジ

職場定着期
訪問期

（フォロー期）
通所後期

（マッチング期）
通所中期

（実践的訓練期）
通所前期

（基礎訓練期） 就職
就職後
6か月

【企 業】

【ハローワーク】
【地域障害者職業センター】

○専門的支援
（ジョブコーチ支援等）

就労移行支援事業

就職後の
継続支援

離職の
場合

○就労移行支援体制加算
（就労移行支援事業所）

○職業紹介
○求職活動支援
○求人開拓

○就職・職場定着支援
○就業に伴う生活支援
○事業主支援
○関係機関との連絡調整

等

【地域障害者職業センター】

○専門的支援
（職業評価）

○試行雇用（トライアル雇用）事業
○障害者委託訓練
○職場適応訓練（短期） 等

○障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金
○特定求職者雇用開発助成金

連
携

【不適応時】
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◆ グループ雇用奨励加算金
精神障害者がお互いに支え合いながら働けるグループ
雇用は職場適応に効果的であることから、グループでス
テップアップ雇用を実施する場合は、グループ雇用奨励
金が加算されます。

○ グループ人数 ２人～５人以下

○ グループ雇用奨励加算金の額
１グループあたり月２万５千円を支給
(最長１２ヶ月）

○ 対象事業所数 ７０事業所(平成２０年度)

◆ 精神障害者ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ雇用

奨励金

○ 期 間 等

・ ６ヶ月～１２ヶ月

・ 1週間の労働時間は週10時間～20時間未満

・ ハローワークの職業紹介により雇入れ

・ 事業主と対象精神障害者との間で有期雇用

契約を締結

○ 奨励金の額

事業主に対し、ステップアップ雇用者 １人に

つき、月２万５千円を支給（最長１２ヶ月）

○ 対象者 ５６０人（平成２０年度）

●心身が疲れやすい。

●緊張しやすい。

● 判 断 ・ 責 任 等 の プ
レッシャーに弱いことが
ある。

●直ちに雇用率適用と
なる週20時間以上働く

ことが困難。

●精神障害についての
知識がない。

●精神障害者の受入
れに不安がある。

●精神障害者の常用
雇用に踏み切れない。

週１０時間

週２０時間

事業所

精神障害者

精神障害者ステップアップ雇用

精神障害者の障害特性に鑑み､ 短時間の就

業から始め、一定の期間をかけて、仕事や職場
への適応状況等をみながら、徐々に就業時間を
伸ばしていくことで常用雇用への移行を目指しま
す。

〔奨励金の支給〕

事業所と精神障害者の相互理解

雇用経験や知識の取得、不安の除去
障害特性や職場適応の見極め等

常

用

雇

用

「精神障害者ステップアップ雇用」による常用雇用への移行の促進
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精神障害者総合雇用支援の実施
精神障害者については、①症状が不安定で再発しやすい、②医療面・生活面のケアが不可欠である等の

障害特性があることから、事業主、医療機関、家族等と連携し、専門的かつ継続的な支援を行っていく必要が
ある。そこで、全国の地域障害者職業センターに、専任の精神障害者担当カウンセラーを配置することにより
支援体制を強化し、主治医等医療関係者との連携の下、新規雇入れ、職場復帰、雇用継続に係る様々な支援
ニーズに対して総合的な支援を実施する。

（1）雇用促進支援
・ 採用計画（職務内容、配置等）の立案等の支援
・ 基本的労働習慣の体得、不安の軽減・集団適応、コミュニケーション能力・対人対応力の向上支援
・ ジョブコーチの派遣による雇入れのための支援

（2）職場復帰支援（リワーク支援）
・ 職場復帰に向けたコーディネート（活動の進め方等の調整）
・ 生活リズムの立直し、集中力・持続力の向上、体調の自己管理、ストレス対処等の適応力向上の支援
・ リハビリ出勤（試し出社）による復職前のウォーミングアップ
・ 職場の受入体制の整備（復職計画の策定、上司・同僚等の啓発等）

（3）雇用継続支援
・ 作業能率、対人関係等、問題解決に向けた助言・援助
職場の支援体制の立直し、障害特性を踏まえた雇用管理に関する助言
・ ジョブコーチの派遣による職場適応のための支援
・ 定期的なフォローアップによる問題の早期把握と長期的な定着支援

（4）精神障害者支援ネットワークの形成
地域の精神科医療、産業保健、福祉、雇用の関係者からなる精神障害者雇用支援連絡協議会を設置し、
精神障害者の職業リハビリテーションに関する関係機関等との共通認識の形成等を図り、地域における
精神障害者の雇用支援ネットワークを構築する。


